
平成29年4月1日時点

№ 取組事項 現状・課題 28年度の取組状況 29年度の取組内容

1 局改革推進本部の設置
自律改革の取組を確実に推進していくた
め、進捗管理や実施状況の検証・見直しを
行う仕組みの構築が必要

○平成28年９月に、本部長を局長、本部員を部長及
び課長級職員として設置
○局改革推進本部会議において、自律改革の取組
事項について検討するとともに進捗を管理

引き続き、局自律改革の取組について進捗を管理す
るとともに、実施状況の検証と不断の見直しにより取
組を推進

2
局内業務の不断の見直しを進める
仕組みの構築

選挙管理委員会事務局としての専門性を維
持するとともに、若手職員の問題意識を活
かし、日常の仕事のやり方等を点検し改善
していく仕組みを構築し実践することが必要

○平成28年９月に若手職員による業務改善チームを
設置
○業務改善ＰＴ検討会を開催し、平成28年度中は５
つの取組事項について改善策を実践

更なる業務改善に向けた事項の洗い出しと実効性あ
る具体的な改善案を検討し、改善の取組を実践

3
選挙事務の改善を進める仕組みの
構築

東京都選挙管理委員会と区市町村選挙管
理委員会が連携しながら、更なる改善の取
組を支援し促進していくことが必要

○平成28年９月に選挙事務改善チームを設置
○利便性の高い集客施設等への期日前投票所の設
置状況、投開票事務に関する研修、投票所の運営に
関する法改正などについて、区市町村選挙管理委員
会に対してヒアリングや情報共有を実施

平成29年7月執行の東京都議会議員選挙に向けて、
投開票事務について管理・運営している区市町村選
挙管理委員会等の現場の声を聞きながら、投票事務
や開票事務などの選挙事務に関する具体的な改善
の取組を支援

4
不在者投票執行経費支出事務の
見直し

選挙の際には、都内約1400箇所を始めとす
る不在者投票指定施設に対して執行経費
の支払いを迅速に行う必要があるため、支
出事務を効率的に行うことが必要

支出事務にかかる作業工程と作業時間を分析して、
事務手順を見直し、支出事務の効率化を検討

改善案をまとめ、作業マニュアルの作成等を行い、
平成29年執行の都議会議員選挙において実践

5 「都庁KA・E・RUタグ運動」の推進
ライフ・ワーク・バランスやワイズ・スペンディ
ングの観点に立って超過勤務縮減に向けた
取組が必要

○超勤縮減選管ルールを策定し実施
○平成28年度後半の１人当たり月間超勤時間数は、
同年度前半に比較して約6割減

○選管版KA・E・ＲＵタグの作成やマイ定時退庁日の
設定などにより定時退庁・20時退庁を推進
○超過勤務縮減のための更なる改善策を検討し実
践

6
障害を有する有権者の方に対する
接遇レベルの向上

都民ファーストの視点に立って、全ての有権
者の方が不安なく投票できるよう、投票所に
おける障害を有する有権者の方に対する接
遇の向上が必要

区市町村選挙管理委員会の職員を対象に、投票所
における障害者等への対応をテーマとした研修会を
平成28年12月に実施

平成29年７月執行の都議会議員選挙での活用に向
けて、投票所における障害者対応マニュアルを作成
し配付
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7 選挙事務人材育成支援事業

選挙権年齢の18歳以上への引き下げをは
じめ、選挙事務を取り巻く環境が変化してい
る中、有権者の投票環境の向上を図る取組
を推進するための人材が求められており、
区市町村選挙管理委員会のニーズを把握
しながら、人材育成の支援に取り組んでいく
ことが必要

研修アンケートを集約するとともに、区市町村選管職
員が集まる会議などで意見や要望をヒアリング

引き続き、区市町村選挙管理委員会のニーズを的確
に把握するとともに、研修プログラムを活性化するこ
とにより、選挙事務の管理執行の支援を図り、選挙
事務の改善を促進

8 効率的な会議運営の推進

超過勤務縮減や迅速確実な意思決定の観
点から、会議、幹部説明、打ち合わせ等に
ついて、短時間で効率的に運営することが
必要

○「会議や打ち合わせは16時まで、原則１時間以内」
とした選管ルールを実践
○プロジェクターを使用した会議において、資料修正
をその場で行うことで、修正に係る作業時間を短縮

「仕事の進め方に関する都庁ルール」を踏まえなが
ら、会議・幹部説明などを効率的に行うための更なる
方策を検討し実践

9 ペーパレス化の推進
ワイズ・スペンディングの視点に立って、
ペーパレス化を推進することが必要

プロジェクターの使用による紙資料の配付廃止や局
議資料を始めとした会議資料の両面印刷・裏面利用
の促進、電子決裁の推進等を実践

ペーパレス会議の開催件数を前年度比で２倍以上に
するとともに、紙の使用量を削減するための更なる改
善策を検討し実践


